第一次意見（案）への提案
名前　佐藤　久夫　
	問題となる第一次意見書の該当箇所
(頁と行、又は項目番号)
	文案
（追加または修正）
	理由

	１　我が国の障害者施策の経緯
１）戦前
２）戦争直後

３）1960年代

４）1970年代

５）1980年代から1990年代前半

６）1990年代後半から現在まで

７）総括
Ⅱ　障害者制度改革の基本的考え方

Ⅲ　障害者制度改革の基本的考え方と今後の方向性

２　基礎的な課題における改革法方向性

２）障害の捉え方
３）障害の定義

３　横断的課題における改革の基本的方向と今後の進め方

３）障害者総合福祉法
４　個別分野における基本的方向と今後の進め方

５　改革集中期間における推進体制に係る基本的方向
	目次レベルの追加・修正の案であり、文章内容までできていません。申し訳ありません。

１　障害者権利条約と制度改革
１）障害者権利条約
２）自立支援法違憲訴訟の「基本合意」
３）障害のある人と家族の生活実態
４）障害者制度改革の必要性
　以上４つの項目だてする。
Ⅱ　基本的考え方

Ⅲ　基本的考え方と今後の進め方

　１　政策の基礎となる実態把握
の項目を入れる

２）障害の定義・捉え方とする

３）差別の定義の後に言語という項目を加える

３　当面する重点課題（3つの柱）

３）自立支援法違憲訴訟の「基本合意」を踏まえた障害者総合福祉法
３）所得保障のあとに

４）住宅

５）人的支援　を加える

９）政治参加
Ⅳ　推進体制と財政措置に係わる基本的方向と今後の進め方

１．推進体制と財政措置
２．当面の進め方

　１）平成22年内の進め方
　２）平成23年以降の進め方

３．障害者制度改革と地域主権
	１は、障害者権利条約と自立支援法違憲訴訟基本合意、制度改革の必要性を、推進会議での議論をもとに簡潔に記述すべき。
歴史的経過は、認識や評価の相違が生じることが考えられるため、事実経過のみを巻末に資料としてつけたらどうか。
１）障害者権利条約

制度改革は、「権利条約」の批准をめざすことを閣議決定し、政府方針として着手されたため、その根拠と位置付けを明記する。

２）自立支援法違憲訴訟の「基本合意」

また制度改革の開始の契機は、自立支援法の廃止方針の公表であり、自立支援法の廃止と新法制定を公式の文書で合意したものが基本合意である。その意味では、制度改革の出発点にあることを明記すべきである。その際、基本合意には総理のことば、福島大臣、山井政務官発言を活用すべきである。
　参考
○福島内閣府特命担当大臣
　先週１月７日には障害者自立支援法違憲訴訟の原告団、弁護団と厚生労働省の間で基本合意文書が取り交わされ、当該訴訟が終結されることとなりました。この推進会議があるということも大きな理由になっております。
○山井厚生労働大臣政務官
　昨年10月に原告団、弁護団の方々に話し合いのテーブルについていただき、その後調整を経て、本年１月７日に原告団、弁護団と厚生労働省との基本合意を取り交わしました。
　具体的に次のような発言を長妻大臣はされました。障害者自立支援法を立法過程において十分な実態調査の実施や障害者の意見を十分に踏まえることなく、拙速に制度を施行するとともに、応益負担の導入等を行ったことにより、障害者、家族、関係者に対する多大な混乱と生活への悪影響を招き、障害者の人間としての尊厳を深く傷つけたことに対し、原告らを始めとする障害者及びその家族に、心から反省の意を表明する。そして、新たな総合的福祉制度を制定するに当たって、今後推進本部において上記の反省に立ち、障害者の参画の下に十分な議論を行う。そして、まず第一歩として自立支援法の廃止までの間、応益負担制度の速やかな廃止のために、平成22年４月から低所得者市町村民税非課税世帯の障害者及び障害児の保護者につき、障害福祉サービス及び補装具に関わる利用者負担を、無料とする措置を講ずるということであります。
　このたび政権交代が起こったわけですが、私は実は政権交代の１つの大きな最初のポイントが、この障害者自立支援法にあったのではないかと思います。党派を超えて、政治というのは障害のある方々を応援して支えていくのが国家であり政治であるのに、やはりどう考えてもこの制度はおかしいのではないかということを、障害当事者の方々のみならず、国民がやはり怒りを感じたということが、私は政権交代の１つの引き金にさえなったのではないかと思っております。
　二度とこのようなことになってはならないという反省の下に、新しい制度を皆さんとともにつくっていきたいと思っております。

３）障害のある人とその家族の実態
我が国の障害のある人とその家族の置かれている現状を認識するための前提として、その生活実態への言及が必要である。この項目を追加することによって、我が国の障害のある人とその家族の生活が権利条約に照らして非常に厳しい状態にあることが、行政や国民の前に知らされることになる。この結果、障害のある人とその家族の生活実態について国民の理解を促すことになり、障害者制度改革の必要性が国民に納得されることになる。
具体的には社会的入院・入所の実態や身体障害者実態調査での家族介護中心の情報などを紹介する。
４）制度改革の必要性

　基本合意にもとづく「自立支援法の廃止と新法制定」を出発点とし、権利条約を基調にその批准をめざすこととともに、前項の障害のある人とその家族の実態を制度改革の必要性として改めて概括的に加筆すべきである。その結果、障害に関するすべての国内法が検討対象であり、その意味から、これまでの我が国の障害関連法規の延長線上で検討せず、全省庁にまたがった国内法の総点検と新たな立法制定の視点を強調する必要がある。
表記を簡潔にする
１．実態把握
上述した「障害のある人とその家族の生活実態」に関する調査結果こそが「政策の基礎（基盤）」となるからである。4月27日にスタートした「総合福祉部会」では、障害のある人の実態を的確に把握するための調査に取り組む予定である。その主たる目的は、実態にもとづく法律・制度・施策に対するニーズを把握しようとするものであり、差別などを含めたより総合的な実態調査、あるいは、福祉以外の政策分野の基礎ともなりうる調査が必要となっている。従来、長期計画などの評価は予算や施策の実施状況でなされてきたが、今後は障害者の生活への影響を確実に把握することが求められ、特に非障害者の社会参加状態との比較によってなされなければならない。国の財政が厳しい中で、世論の支持を得るためには生活実態を知ってもらうことが最も重要である。生活実態調査は、改革の方向性を具体化する「政策の基礎」となることはもちろん、国民理解を促進するためにも重要な役割を果たすと考える。
２）定義を加える
３）言語
　日本手話を言語として認めるべきである。
表記を簡潔にする。

３）自立支援法違憲訴訟の「基本合意」を踏まえて障害者総合福祉法
　前述した「基本合意」は障害者権利条約と並んで制度改革推進の大きな原動力となり、「基本合意」を出発点とした法制定の意味づけを強調するため

４）住宅、５）人的支援
示された個別分野の項目だけでは、障害のある人の生活問題が見えてこないと考える。権利条約に謳われている「どこで誰と暮らすか」の権利を実現するためには、住宅の確保と地域生活を支えていくための人的支援が欠かせない。地域移行の問題や家族依存の支援体制を改革していくためには必要な内容である。
９）政治参加

この項目において、障害のある人たちの政策決定過程への参加の保障を入れるべきである。政府レベルだけでなく、地方自治体レベルでの参加を入れる。
Ⅳ　推進体制と財政措置に係わる基本的方向と今後の進め方
１．推進体制と財政措置

推進体制の項目には、「当事者の意見の反映」を強調する必要がある。また「推進会議」の根拠法の早期の制定を入れる必要がある。

さらに本項に、財政措置を加える必要があると考えたのは、わが国の障害者関係の公的支出を先進国にふさわしい割合とすべきだからである。わが国の障害者関係の予算はしばしば指摘される通り、ＯＥＣＤ諸国の中でも極めて低い水準(対GDP比で30か国中下から3位､2003年調査)にある。これをＯＥＣＤの10位以内に引き上げることをＪＤは提案してきたが、そのためにも「財政措置」をこの「基本的な方向」に明記する必要がある。
３．障害者制度改革と地域主権

地域主権改革の議論が制度改革に先行してすすめられている。自治体の主権を拡大することは重要なことだが、現行法案の内容では、障害のある人たちの制度・施策でさらに大きな地域格差が生じてしまうことが懸念される。全国どこに住んでも、障害のない人と同等の人間としての生活を送ることができる権利を保障するためには、障害者自立支援法訴訟の「基本合意」を踏まえ、国の財政責任にもとづく法・制度の実施体制が求められる。
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